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NiX JAPAN 株式会社［旧：株式会社新日本コンサルタント］
■ 所在地（本　　  社）〒930-0857　富山市奥田新町 1 番 23 号
　　　　 　　 （東京本社）〒101-0031　東京都千代田区東神田二丁目 5 番 12 号
■ 代表者　代表取締役社長　市森 友明
■ 創　 業　1979 年 4 月
■ 資本金　8,000 万円

■ 売上高 単体：34 億円（2023 年 6 月期）
　　　　　　　　　グループ：63 億 5 千万円（2023 年 6 月期）
■ 拠点 国内：52 カ所 / 海外 7 カ所
■ 従業員 国内単体：277 名（正社員 191 名）　グループ：602 名　/　海外 36 名
■ 主な事業 インフラ技術サービス事業（総合建設コンサルタント、 補償コンサルタント、
　　　　　　　　　測量調査業、 新エネルギー開発事業）

　NiX JAPAN 株式会社（富山市奥田新町、市森友明社長：以下、NiX JAPAN）を基幹事業とする NiX グループは、
かねてより事業開発に取り組んでおりましたインドネシア共和国における LP ガス（プロパンガス）充填販売事業に
おいて、4 月 22 日より充填販売を開始しましたのでお知らせいたします。

■本事業の特徴
　本事業の特徴として、「正確さ」を掲げ、以下の点で既存の事業者と差別化を図
っています。

1. 正確な充填量とスケジュール通りの配送
容器に正確な量のＬＰガスを充填することを徹底し、顧客に信頼されるサ
ービスを提供します。配送はスケジュール通りに行い、安定した供給を保証
します。

2. 容器へのＧＰＳ取り付け
ＬＰガス容器にＧＰＳを取り付けることで、在庫管理や残量予測を容易に
しています。ディストリビューターは在庫切れの前に補充を提案でき、需要
家はガス切れ対策として余分な在庫を持つ必要がなくなり、コスト軽減に
繋がります。

3. アプリの導入による利便性向上
ディストリビューターや需要家からの注文や配送などの伝票処理をアプリ
で効率化しました。
需要家向けのアプリでは、容器交換時に残ガス量に応じたポイントを付与
し、容器１本分になると無料で１本分を提供するサービスを行っています。

　強い需要を背景に事業は順調に進む見通しであり、早期に売上目標達成を目指します。第 2 フェーズでは、日本のＬＰガ
ス事業者や関連メーカーとの連携を視野に入れ、さらなる事業拡大、テクノロジーの強化を計画しています。

■LP ガス充填販売事業について
　NiX グループのインドネシア現地法人 PT. NiX Capital Indonesia（以下、NCI）を通じて、インドネシアの LP ガ
スプラントを保有・運営する PT. Arsynergy Resources（以下、ARSR）と、インドネシアで新たに JV 企業の PT. 
Arsynergy NiX Indonesia（以下、ANI）を 2023 年３月に共同で設立（NCI：51％保有）し、総投資費用約 600 万
ドルで東ジャワ州スラバヤ グレシック工業団地にガス充填施設を建設、2024 年 3 月に竣工し、この度、販売ライ
センスを取得し、販売開始となりました。当面は、東ジャワを中心に販売予定としており、すでに販売代理店 20 社
以上と契約済み、又一部直販も行い、初年度の年間売上は 20 億円を目指します。

LP ガス充填機械LP ガス充填工場

ARSR ガスのアプリケーション
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インドネシア共和国において LP ガスの販売を開始しました。
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■各種機器の説明

■NiX グループのエネルギー事業、海外事業への取り組み
　NiX グループは、これまでインドネシアにおいて水力、太陽光発電事業、EV ビジネスといったエネルギー事業に
加え、投資事業として LPG 充填販売事業を行っております。
2023 年 11 月に稼働したトンガル水力発電事業に加え、今回の LPG 充填販売事業の稼働により海外事業の売上高
が大きく増加し、今期 (2024 年 6 月期 ) の NiX グループの連結売上高 は 90 億円を超える見込みです。また海外
事業の売上高比率も 10% 程度となる見通しです。
　今後もエネルギー事業の開発を強化することで、インドネシア・日本両国の脱炭素化社会の実現に向け貢献し、
サスティナブルな社会に必要とされる企業になるよう取組んでまいります。
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